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 お わ り に
 は じ め に
刑法総論の教科書のほとんどは，最初の方で，罪刑法定主義，それに並ぶも
のとして責任主義の原則を扱っている。戦後の刑法学が，これらの原則をとり
わけ重要なものと考えたことの証左である1)。筆者自身もそのような基本書で
刑法を学んできたから，同時傷害の特例（刑法 207 条）がなお用いられ続けて
いることを知ったときには驚いた。まして，近年になって適用が拡大傾向にあ
るという事態を，学生にどのように説明してよいか分からない。
よく知られる通り，同時傷害の特例については古くから批判があった。宮本
1
） 内藤謙「刑法理論の歴史的概観」吉川経夫他編『刑法理論史の総合的研究』（1994 年）
707 頁以下。
英脩は 1931 年の段階でこれを「時代錯誤」と表現していたし2)，日本国憲法
下に至り，平野龍一は憲法違反の疑いを明確に指摘した3)。現在の学説にもこ
の規定の存在を疑問視するものは少なくない。それでも，これまで幾度かはあ
った無理のない改正の機会に，この規定が削除されることはなかった4)。
通説的な見解は，刑法 207 条を，各自の暴行と傷害の因果関係についての挙
証責任を被告人に転換する趣旨であると解している。かつては因果関係の「推
定」と説明され5)，端的に「看做す」規定とされることもあったが6)，「挙証責
任の転換」と説明されるようになったのは，そのように理解しなければ憲法違
反であることが明白となってしまうからであろう。しかし，検察側が証明でき
なかった因果関係を被告人側が証明できるということはほとんど考えられな
い7)。「挙証責任の転換」と解釈しても，その実質が「看做す」（擬制する）規
定である事実は否定できないと思われる。
同時傷害の特例が証明されない因果関係を擬制する規定であるとすれば，憲
法違反であることは明らかである。それでも，実務を含め，現在に至るまで
207 条に「一定の合理性」を認める見解は少なからず存在し，実際に適用もさ
れている。説明はどうあれ，「憲法違反の疑いが濃厚であるが合理的である」
という判断を関係者が下すことは考えにくいとすれば，このことは，207 条の
適用が想定される事案の中には，共同正犯としての帰責に真に合理性がある
（憲法に違反せず，かつ帰責の必要が認められる）ケースが含まれていることを示
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） 宮本英脩『刑法学粋』（1931 年）550 頁。同『刑法大綱』（1931 年）289 頁は「嫌疑罰」
とする。「時代錯誤」の評価を支持するものとして，滝川幸辰『刑法各論』（1933 年）99
頁。
） 平野龍一「刑法各論の諸問題 3」法セミ 199号（1972 年）78頁。
） なお，改正刑法草案も 207 条と同趣旨を規定していた。
） 小野清一郎 174 頁。なお，諸学説につき，大塚仁他編『大コンメンタール刑法〔第 2
版〕第 10巻』（2006 年）482 頁〔渡辺咲子〕等を参照。
） 江家義男『刑法各論〔増補版〕』（1963 年）206 頁。
） 山口厚『刑法各論〔第 2版〕』（以下『各論』）（2010 年）50 頁は，「複数の者が暴行に
より傷害の結果を発生させた場合，誰の暴行によるものか不明なことがあるが，本人に
は自分がやっていないことの反証は可能だということを想定して規定されたものである」
とした上で，脚注で「ただし，本人が反証しても信用されるかは別問題」として，この
規定の合理性は「疑問」としている。
唆しているように思われる。そうだとすれば，真に合理的であるその部分を探
り当て，その部分にだけ 207 条が適用されるような解釈論を確立することが，
一つの望ましい解決策となりうるのではないか。
筆者は，刑法が「責任主義の例外を規定している」という解釈を受け容れる
ことができない。同時に，実務が「例外」を容認した上で積極的に活用する動
きを見せている，という理解も採用したくない。何とか，責任主義とわが国の
刑法・刑事実務の調和する地点を見いだせないものか。それを試みようとする
のがこの論文である。
 判例・学説の動向
同時傷害の特例の「合理性」を基礎づける要素としては，以下の 3点が挙げ
られることが多い。
① 傷害の結果が複数の者の暴行行為のいずれかから発生したことは明らか
であるのに，証明が困難であるからといって，誰にも傷害の責任を負わせ
ることができないのは（被害者保護，一般予防等の観点から）不当である8)。
② 証明が困難であるという事態は，同時傷害においてはしばしば発生し，
あえて法定する必要性が高い。
③ 刑法は，暴行罪の結果的加重犯を傷害罪として処罰することとしており，
暴行と傷害を近接したものと捉えているから，暴行を行った者全員に傷害
の結果の責任を問うことは酷とはいえない9)。
このうち，207 条の必要性を積極的に基礎づけているのは①である。比較的
最近の裁判例も，207 条を次のように整理している。「刑法 207 条の制度趣旨
は，複数の者による暴行により傷害が生じた場合にあって，そのうちの誰の暴
行によりどの傷害結果が生じたかを特定するのが困難な場合も多いところ，そ
のことについて具体的な因果関係を立証しない限り，いずれもが暴行ないし軽
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	） 大塚他編・前出注）481 頁〔渡辺〕，仲家暢彦「同時犯」石川弘・松本時夫編『刑事
裁判実務大系第 9巻身体的刑法犯』（1992 年）265 頁等。

） 以上の三点を明確に挙げるものとして，団藤重光他編『注釈刑法(5)』（1965 年）96 頁
〔高田卓爾〕，川端博『刑法各論講義〔第 2版〕』（2010 年）54-55 頁。
い傷害罪の限度で処罰されるにとどまるという不合理な結果が生じるのを避け，
立証の困難を救う必要性があるとの点にある10)」。
「傷害という重大な法益侵害が発生しているのに，誰もその責任を負わない
のはおかしい」という感覚は理解できる。しかし，「ゆえに，傷害の事実が立
証されない者を処罰することは正当である」とはいえないであろう。このよう
な考え方は，法理論としては，責任主義の原則すなわち個人の保護よりも社会
秩序の維持を重視するものであり，不当であると評価せざるを得ない。このよ
うな説明が，大日本帝国憲法下（あるいはそれ以前）の刑法理論と寸分の違い
もなく提示され続けている状況には，やはり問題があると思われる。
とくに近時の裁判例においては，何人にも傷害の責任を負わせられないとい
う不合理の解決を，その行為と傷害との間の因果関係も，共犯関係も立証され
ていない特定個人に負担させることが許されるのか，という問題意識はほとん
ど見られない11)。このことも，実務は額面とは別に何かしら納得できる理由
を持っているのではないかという筆者の推測を支えている。
 ドイツ刑法の場合
複数の者による暴行から傷害が発生した場合に，関与した全員の処罰を認め
る立法例は他国にもある。例えば，ドイツ刑法は，「喧嘩闘争又は複数の者に
より行われる攻撃に関与した者は，喧嘩闘争又は攻撃により人の死亡又は犯情
の重い傷害（226 条）を生じさせたときは，これに関与したことのみを理由と
して 3 年以下の自由刑又は罰金に処する」（231 条 1項)12)という規定を持って
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10） 名古屋地判平成 25 年 7月 12 日 LEX/DB 25501584。
11） こうした問題意識はむしろ初期の裁判例に見いだされる。例えば，秋田地大曲支判昭
和 47 年 3月 30 日判時 670号 105 頁は，傷害致死罪への同時犯の適用の可否を論じ，「刑
法 207 条は…刑法における個人責任の原則に対する重大な例外を定めたものであるから，
これをみだりに拡大して適用すべきでないことは言うまでもな」いとした上で，傷害致
死罪への適用は致死の結果が予見可能であったことを要するとしていた（この結論は一
般に支持されていない。批判として，吉田淳一「判批」警察学論集 25巻 9号 135 頁以下
等）。
12） 翻訳は，法務省大臣官房司法法制部「法務資料 461号ドイツ刑法典」（2007 年）によ
る。
いる。これは，複数人が攻撃に関わる場合，証明の困難さによって，特定の者
に傷害の結果を帰責することができない事態がしばしば生じうることを念頭に
置いた規定である点は，同時傷害の特例と同様である。しかし，問題の解決方
法は異なっている。
ドイツ刑法 231 条は，抽象的危険犯と解されており，その罪の処罰根拠は，
重大な傷害の危険である13)。喧嘩闘争，複数人が関わる攻撃においては一般
に，単独で行われる場合よりも，暴行の強度は強くなりがちである。そうした
危険な闘争・攻撃に関与し，重大な傷害の危険性を惹起したことが，同罪の処
罰を基礎づけている。傷害の惹起そのものを処罰するのではなく，そうした危
険のある状況への関与を罰する危険犯であるという同条の趣旨は，比較的軽い
法定刑にも表れているといえる。同条は，重大な傷害の発生を要件としている
が，これは処罰範囲を重大事案に限定するための客観的処罰条件と理解されて
おり，同時傷害の特例のように，発生した傷害を各関与者に帰責する趣旨では
ない。
ドイツ刑法の方法は，「重大な法益侵害が発生しているのに，誰も処罰され
ないのはおかしい」という正義の感覚を満たし，同時に個人責任の原則を堅持
するものであり，立法政策として，同時傷害の特例よりも優れたものといえる。
207 条は，一定の条件の下で，共同して実行していない者を共犯として扱う
という不利益を行為者に科するものである。その文言の枠を超える解釈を行っ
たとしても，それが行為者の利益である限り，罪刑法定主義の趣旨に反するこ
とはない。207 条とドイツ刑法 231 条が異なる趣旨の立法であることは明らか
であるが，責任主義の原則の重要性を考えれば，ドイツ法の在り方をも参考に
して，責任主義違反の疑いのない解釈が見いだされなければならないと思われ
る。
 実務における 207 条の適用 暴行の時間的・場所的近接性
学説においては，207 条は，因果関係を推定するもの（あるいは擬制するも
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13） 以下，同条の解釈につき，Stree/Sternberg-Lieben, in：Schönke/Schröder, 29 Aufl, §
231 Rn 1.
の）と解する立場が有力である。しかし，207 条の適用を論じた裁判例を見て
いくと，実務はむしろ一貫して 207 条を共犯関係を擬制する規定と捉えている
ように感じられる14)（共犯関係が証明できない場合だけでなくその不存在が認定さ
れた場合も当然に 207 条の適用があると解されているので，挙証責任の転換ではな
く「みなす」規定と解されていることになる）。実務の立場は，裁判例が，207 条
適用の要件とされる暴行の時間的・場所的近接性ないし同一機会性の判断に際
し，共犯類似の状況が存在するか否かを重視していることに表れているといえ
る15)。
先駆的な判例である札幌高判昭和 45 年 7月 14 日高刑集 23巻 3号 479 頁は，
「刑法 207 条は，もともと数人による喧嘩闘争などのように，外形的にはいわ
ゆる共犯現象に類似しながら，実質的には共犯でなく，あるいは共犯の立証が
困難な場合に，行為者を知ることができず又はその軽重を知ることができない
というだけの理由で，生じた結果についての責任を行為者に負わせ得ないとす
ることの不合理等に着目し，刑事政策上の要請から刑法の個人責任の原則に譲
歩をもとめ，一定の要件のもとに，共犯者でない者を共犯者と同一に扱うこと
にしたものである。」とした上で，同条の適用を認める要件について，基本的
に原審である旭川地判昭和 44 年 12月 15 日高刑集 23巻 3号 491 頁の立場を支
持し，以下の 2点を指摘した。
⑴ 「数人による暴行が，同一場所で同時に行われたか，またはこれと同一
視し得るほど時間的，場所的に接着して行われた場合のように，行為の外形そ
6 立教法務研究 第
号（2016）
14） この点，仲家・前掲 266 頁は，因果関係に対する挙証責任を認めるものとする通説に
対し，「因果関係の不明により因果関係があると認定される」わけでも「因果関係の存在
が法律上推定される」わけでもないから「因果関係の側面では挙証責任の転換も法律上
の推定もない」とし，本条の法的性質を「共犯関係を擬制するもの」と捉える立場を提
示している。この立場において，因果関係が不明であるという事実は，「共犯関係の擬制
を機能させる要件の一つ」であるにとどまり，207 条の本旨はあくまで共同正犯関係に
ない複数の暴行行為を共同正犯として処断する点にある。重点を因果関係ではなく共同
正犯性に置くこのような捉え方は，実務が共有するものとなっているように思われる。
15） 各暴行間の場所的・時間的近接性ないし同一機会性という要件は，かつて不用とする
裁判例（大判昭和 11 年 6月 25 日刑集 15巻 823 頁）があったが，大判昭和 12 年 9月 10
日刑集 16巻 1251 頁以降，後述のようにその趣旨の理解には諸説があるものの，207 条
適用の要件であることは一般に認められている。
れ自体が，いわゆる共犯現象に強く類似する場面に限られ，」
⑵ 「かりに，……右各暴行間の時間的，場所的感覚がさらに広く，行為の
外見面だけでは，いわゆる共犯現象とさして強度の類似性を有しない場合につ
き同条の適用を認め得るとしても，それは，右時間的，場所的間隔の程度，各
犯行の態様，さらに暴行者相互間の関係等諸般の事情を総合し，右各暴行が社
会通念上同一の機会に行われた一連の行為と認められ，共犯者でない各行為者
に対し生じた結果についての責任を負わせても著しい不合理を生じない特別の
事情の認められる場合であることを要する」。
その上で，飲食店において客 Aが客甲に絡んだことから，立腹した甲が飲
食店前の路上において Aに暴行を加え（午後 10 時 30 分頃・第 1 暴行），その後
店主乙が酔いつぶれて寝ている Aを外に出そうとすると Aが絡んできたため
やはり飲食店前の路上において乙が Aに暴行を加えた（午後 11 時 20 分頃・第
2 暴行）ところ，Aは翌朝肝臓裂挫傷等の傷害のため死亡したという本件事案
について，両暴行は場所的にはきわめて近接した地点で行われているが，①第
2 暴行は第 1 暴行が終了し甲が店を立ち去った後，まったく別の原因に端を発
して乙によって行われたものであり，②両暴行の間には約 40 分の時間的経過
があり，③しかも甲乙は食堂の客と主人という以外何ら特別の関係がなく，④
互いに他方の暴行を現認もしていないことを理由として，⑴の行為の外形それ
自体が共犯現象に強く類似する場合にも，⑵の一連の行為として，共犯者でな
い両者に対して生じた結果についての責任を負わせても著しい不合理を生じな
い特段の理由がある場合にも当たらないとして，207 条の適用を否定した。
この裁判例のように，207 条を，共犯者でないものを共犯者とみなす点に主
眼がある規定と解し，時間的・場所的接着性ないし同一機会性の要件を共犯現
象との外形的類似性を担保するための要件とすることに対しては，学説上は批
判がある16)。しかし，これ以降も，検察官によって 207 条の適用が主張され
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16） 小暮得雄他編『刑法講義各論』（1988年）44 頁〔町野朔〕，山口・各論 50-51 頁等。こ
の立場からは，場所的・時間的接着性ないし同一機会性の要件は，207 条そのものの趣
旨から導き出せるものではなく，「本来疑問のある規定」の「適用をせめて制限しようと
する努力の表れと解するほかな」く，その基準も論理的には決まり得ないものとされる
（山口・各論 51 頁）。
るのはほぼ共犯類似の関係性が認められる事案に限られ，裁判例も一貫して共
犯との類似性を重視した判断を行っている17)。
 207 条解釈における「共犯との類似性」の意義
同時傷害の特例を，共同正犯類似の状況での暴行であることによって共同正
犯としての取扱いを許容するものと解し，共犯との類似性の観点から，時間的
場所的近接性ないし同一機会性を判断するという立場は，少なくとも札幌高裁
の判決においては，207 条の限定的な解釈を志向するものであったことが見て
取れる。しかし，実践的には，この立場は，むしろ 207 条の適用を活発化させ
る効果を持ったように思われる。
もともとの 207 条の規定，すなわち，二人以上で暴行を加え人を傷害した場
合に，傷害をもたらした者を知ることができないときは共犯の例による，とい
う理屈は非常に分かりにくく，合理化困難なものである。なぜ共犯者でない者
が二人以上で暴行を加えたからといって，因果関係の証明されていない傷害の
責任を負わなければならないのか。すでに述べたように「誰も処罰されないの
はおかしい」ことそのものが処罰を基礎づける根拠にならないことは，法律家
であれば誰でも理解することであろう。そして，法律家であれば，根拠を見出
せないままにその適用を行うことには抵抗を感じるはずである。
しかし，「二人以上で暴行を加え人を傷害した」が，共犯類似の状況におけ
る暴行を意味すると解すれば，207 条は俄然分かりやすいものになる。おそら
く，実務は，207 条を，「共同正犯類似の状況における複数人による暴行は，
実質的に見れば共同正犯と同等の当罰性を持つ」からこそ，共同正犯として処
断されるのだと考えているのであろう。札幌高判を契機に（というのは言い過
ぎかも知れず，それまでにも同様の感覚はあったかもしれないが），実務は，共同
正犯類似の状況において複数人の暴行がなされたという事実に，共同正犯とし
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17） 東京高判昭和 47 年 12月 22 日東高刑時報 23巻 12号 244 頁，神戸地判昭和 61 年 9月
12 日判タ 648 号 266 頁，東京高判昭和 61 年 12月 10 日判時 1259号 134 頁・判タ 648 号
262 頁，東京高判平成 11 年 6月 22 日高刑速報 56 頁，東京高判平成 18年 7月 5 日高刑
速報 111 頁，東京高判平成 20 年 9月 8日判タ 1303号 309 頁，名古屋地判平成 25 年 7月
12 日（前出注 10））。
ての取扱いを正当化する理由を発見したのである。
これにより，同時傷害の特例は，検察官が共謀の事実を主張しているが裁判
所は認めなかった場合，第 1審では共謀の事実が認定されたが控訴審で否定さ
れた場合，また関与者間に相応の人間関係があるが共謀の事実は認められない
場合など，「共謀があってもおかしくないが認定できない」場合に，共謀の事
実を「擬制」してくれる規定として活用されていくことになる。承継的共犯的
状況での 207 条の適用18)も，この延長線上に理解することができるであろう。
 「共犯との類似性」は，共犯としての取扱いを基礎づけるか
「誰も傷害の責任を負わないのが不合理だから全員に負わせる」という不合
理な理屈によって共同正犯としての処罰を基礎づけることはできない。実務が
共同正犯としての帰責を肯定する理由として，共犯との類似性を見いだしたこ
とは，その意味で，必然的な流れであり，また建設的な方向性であると評価で
きる。渡辺咲子教授が「このような法律上の擬制が認められるのは，近接した
時間・場所における，同一被害者に対する複数の者による暴行が，実態として
は，共同暴行に匹敵すると評価し得ることにあるのであり，そうであれば，嫌
疑刑を認めたもので不当あるいは違憲であるとの批判は必ずしも当たらな
い19)。」とされているのは，こうした実務の立場を正確に表現するものといえ
る。
そこで，検討が必要になるのは，真に「共同暴行に匹敵する」といえるのは
どのような場合か，そして，実務における「共犯との類似性」は共同正犯とし
ての可罰性を十分に基礎づけるものとなっているか，という点である。
以下に挙げるのは，いずれも，裁判所が 207 条の適用を認めた事案である
（網羅的ではない。なお，それぞれの暴行が傷害をもたらす程度のものであったこと，
傷害（ないし重い傷害）がどちらの暴行から発生したかが不明であることは共通で
ある）。
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18） 大阪地判平成 9 年 8 月 20 日判タ 995号 286 頁ほか（後注 24）参照）。
19） 大塚他編・前出注）482 頁〔渡辺〕。
① 職場の同僚である甲と乙がともに飲酒した後で甲方に戻ると，Aが無断で
上がり込んでいたため甲がこれに激高して暴行を加えた。その後，甲が警察に電
話連絡をするためにその場を離れた間に，Aに暴行を加えた。検察官は共謀を主
張。（神戸地判昭和 61 年 9月 12 日判タ 648 号 266 頁）
② 職場の同僚である甲と乙は，同じく同僚である Aとそれぞれに感情的な対
立を抱えていたところ，某日午後 11 時頃，他の同僚らとともに飲酒していた際，
甲が Aを呼びつけて Aに謝罪をさせようとしたところ諍いとなり，憤激した甲が
Aに暴行を加えた（この間，乙は止める側に回っていた）。
続いて午後 0 時頃，甲はさらに Aを追究し，Aに暴行。乙は甲の暴行により縁
台から転落した被害者を甲とともに引き上げ，甲にこれ以上暴行させたくないと
いう気持ちから仲裁に入ったが，かえって Aに絡まれるに及び，Aに暴行を加え
た。
午前 1 時頃，縁台上でいびきをかいて寝ていた Aを，甲が付近の空き地に運び
出し，さらに暴行を加えた（この間，乙はもとの縁台上で他の同僚と飲酒を続け
ていた）。（大阪高判昭和 61 年 12月 10 日判時 1259号 134 頁・判タ 648 号 262 頁）
③ それぞれ同一の会社の代表取締役，専務取締役，従業員であった甲，乙，
丙は，社員 Aが無断で会社に出勤しなくなり，また会社所有の自動車を使用した
まま返還せず，甲から借りていた金も返済せず，店舗の金庫から現金を持ち出し
た疑いもあったことから，甲の指示の下で Aの所在を探していた。知人から Aが
自宅にいる旨の連絡を受けたことから，某日午後 10 時頃，甲，乙は，Aの自宅近
くにおいて，知人を通じて呼びだした Aに対して共同で暴行を加えた（第 1 暴行）。
甲，乙は，自動車で同所から約 1.4 ㎞離れた場所に Aを連行し，これまでの行動
について問い詰めた後，午後 11 時 20 分頃，Aを第 1 暴行の現場から約 20キロ離
れた会社の店舗付近に自動車で連行した（丙は同店舗の店長であり，甲，乙は事
前に Aを発見したから Aを連れて行く旨の連絡をしていた）。甲と乙は降車して
店舗に入ったり付近の路上で近隣の飲食店店長と話をするなどしていたが，その
間に，丙は，自動車の後部ドアを開け，後部座席にいた Aに対して暴行を加えた
（第 2 暴行）。（東京高判平成 20 年 9月 8日判タ 1303号 309 頁）
④ 甲らは集団でバイクや自動車に分乗し走行していた。甲（自動二輪車を運
転）は，A車（自動車）に追い抜かれたため，追い抜き返して A車の前方に進入
し減速したため，A車は甲車に追突した。甲は Aのもとに駆け寄って，Aに暴行
を加えた（第 1 暴行）。引き続き，同所に遅れて到着した乙が，後輩である甲の車
両が追突されたことへの怒りや仲間から一目置かれたいという考えから，Aに暴
行を加えた（第 2 暴行）。（名古屋地判平成 25 年 7月 12 日 LEX/DB 22501584）
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これらの事例は，いずれも，各行為者が同僚やそれに類する関係性にあり，
それぞれに被害者に対して攻撃意思を有していた事案である。いずれも「よく
ありそうな」事案であり，類似事案でも状況によっては共謀が認められること
がありそうな事案でもある。典型的に，共同正犯との類似性が認められる事案
といえる。
しかし，207 条の適用を認めた結論の当否を離れて，これらの事案において
「共同正犯との類似性が共同正犯としての帰責を基礎づけるか」を考えてみる
と，それはやはり困難であると思われる。
①の事案では，甲と乙はそれぞれに Aに対して怒りを覚えていたかもしれ
ず，両者は動機を共有していたかもしれない。しかし，両者の間に共謀の事実
がない以上，やはり，乙が甲の行為を，甲が乙の行為を促進・容易にしたとい
う関係を認めることはできないのであり，両者に共同正犯関係を「擬制」する
ことは，一種の連帯責任を認めることにほかならない。同様のことは，他の事
案についてもいえる。一定の条件が付されていることを前提としても，同僚だ
から，仲間だから，自己の行為ではない他人の責任を負わされてもやむを得な
い，という考え方を是認することはできない。
とりわけ，いくつかの事案では，共謀の存在が強く疑われるが共謀が認定で
きないから（あるいは共謀の認定をあきらめて）207 条を用いている気配が感じ
られるが，このような運用が一般化すれば，傷害事案において共犯関係を厳密
に認定することの意味はほとんどなくなってしまうであろう。共同正犯として
の処理が相応しい事案であると判断する以上，裁判所は，共謀の事実を認定し
なければならないのであり，これを 207 条で代替するのは不当である。
 責任主義に合致した解釈の可能性
207 条の重罰根拠，同一機会性の解釈
個人責任の原則を貫徹するためには，同時傷害の特例の適用の根拠は，因果
関係が立証されていない（他者が発生させた可能性のある）傷害結果の帰責によ
ってではなく，行為者自身がもたらしたことが明らかな違法事実に求められな
ければならない。同時傷害の特例において，（暴行ではなく傷害の共犯として扱
同時傷害の特例について（辰井聡子) 11
われるという）加重処罰を基礎づける事実を見いだすとすれば，やはり，二人
以上が関与する暴行の客観的な危険性に求める以外にないと思われる。二人以
上の者が同一人に対してそれぞれ暴行を加える場合，共犯関係の有無にかかわ
らず，各自の暴行それ自体はエスカレートしやすく，また他者の暴行と相まっ
て各自の暴行の限度を超えた重大な結果が発生する危険性も高まる。同時傷害
の特例における加重処罰の根拠は，こうした危険な状況の下における暴行に関
与した事実にあると解するべきである。
このように解した場合にも，通説と同様に，暴行の時間的・場所的近接性な
いし同一機会性は必須の要件となる。二人以上の関与によって各自の単独暴行
を超える重大な危険性が発生するといえるのは，それが同時ないし同一機会に
行われた場合だけだからである。「同時」性を基礎づける時間的・場所的近接
性は，したがって，共犯との見かけ上の類似性によってではなく，自己の行為
を超える重大な結果が発生する可能性の有無によって判断されなければならな
いことになる。
近時適用例の多い（①〜④も全てそうである）第 1 暴行と第 2 暴行の間に時間
差がある事例についていえば，時間的に後で行われた行為については，一般に，
先行する行為との関係で重大な結果が発生する可能性がある事実を認めやすい。
これに対し，先行する行為については，その行為によって後の暴行を誘発した
といえる場合や，行為時に存在する事情から，後の暴行が行われる蓋然性が高
いといえる場合でなければ，同時傷害の特例を適用するべきではない（このよ
うな観点からの事実認定がなされていない事案であるから，可能性についての言及
にとどまるが，上記の事案の中では，①，②は先行者への適用は困難であるが，③，
④は事情によっては双方の行為者に 207 条を適用することが可能であると思われる）。
なお，207 条をこのように理解する際には，行為者が，そうした危険な状況
において（傷害をもたらす危険のある程度の）暴行を行ったという事実までは，
故意の対象である。したがって，上記の意味での同一機会性を基礎づける事実
を認識していたことが，同条適用の要件となる。時間的に前後するケースでは，
後行の行為者については先行者によって既に暴行が行われていた事実が，先行
者については，後行者による暴行の蓋然性が認識されていることが必要となろ
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う。
	 本稿の立場といくつかの帰結
本稿の立場では，207 条の趣旨は次のように説明されることになる。
「207 条は，複数の者による暴行の同時犯においては，各自の暴行を超える
重大な傷害結果が発生する危険性が高いにも関わらず，傷害を発生させた個人
を特定することは困難であり，誰にも傷害の責任を問うことができないという
事態がしばしば発生する。そこで，刑法は，（より重い）傷害を生じさせた者
を知ることができない場合に限り，そのような危険な状況において暴行を行っ
た事実を根拠に，暴行への関与者に，傷害の罪を負わせることとしたものであ
る。」
この解釈では，207 条は，因果関係に関する挙証責任を転換するものでも，
共犯関係を擬制するものでもない。それでも，暴行の事実しか証明されていな
い者に対して，共犯関係にない他者の行為と相まって重大な結果が発生する危
険性を根拠に，加重処罰を認めるものである点で，例外的なものである点に違
いはない。傷害の共犯として扱うにしても，その刑は，「加重暴行」の趣旨に
則した範囲に止められるべきであり20)，立法論としてはより軽い刑が法定さ
れるべきである。
また，このような解釈からは，傷害致死罪についての同時傷害の特例の適用
は是認できないことになる。207 条の傷害致死罪への適用については，これを
認めるのが判例である21)。学説においては，これに否定的な立場が有力であ
るが，死亡は「傷害」一種と考えられること22)，死因となった傷害について
本条によって傷害罪の成立が認められる以上，その結果的加重犯である傷害致
死罪が成立するのは不可避である23)等の理由から，これを肯定するものも少
なくない。しかし，207 条の適用によって行為者が（形式的には）傷害罪の共
同時傷害の特例について（辰井聡子) 13
20） 杉本一敏「同時傷害と共同正犯」刑事法ジャーナル 29号（2011 年）56 頁を参照。
21） 最判昭和 26 年 9月 20 日刑集 5巻 10号 1937 頁等。
22） 松宮孝明『刑法各論講義〔第 3版〕』（2003 年）43 頁。
23） 小暮他編・前掲注 16）43 頁〔町野〕，山口・各論 51 頁。なお，学説の動向につき，豊
田兼彦「判批」法セミ 713号（2014 年）117 頁を参照。
同正犯として処罰されるのは，傷害結果の帰責が認められるためと解するべき
ではなく，またその意味で，傷害罪が成立するものと解するのも適当ではない。
207 条の重罰根拠は，複数の関与により重大な結果を生じるおそれのある状況
において暴行を行ったことによる危険性の惹起にあり，その危険性には死亡結
果の危険性も含まれるとしても，現に致死の結果を発生させた場合と同一の刑
で処罰するのは罪刑の均衡を失する。実際，傷害致死罪の法定刑は，刑の下限
が暴行罪・傷害罪と比してきわめて高くなっており，これを暴行・傷害の事実
しか証明されていない者に適用するのは不当であると思われる。
最後に，一連の暴行の一部分に共犯関係が認められ，傷害結果が共謀成立
（または解消）前後のどの行為から発生したかが分からないケースにおける 207
条の適用はどのように考えるべきであろうか。
時間的に前後するかたちで共同暴行と単独暴行が行われ，傷害結果がどちら
から発生したか分からないという場合も，双方の暴行が，他者の行為を介して
より重大な結果が発生する危険性が肯定できる場面で行われたか否かが判断基
準とされるべきである。
大阪地判平成 9 年 8 月 20 日判タ 995号 286 頁のように，先行者が最初に単
独で暴行を加え（第 1 暴行），その時点で現場にいた後行者が後からこれに加
担し，共同暴行（第 2 暴行）が行われたという事例では，実際上問題になるの
は，一部のみに関与した後行者に（重い）傷害結果を帰責できるかである。こ
の場合，第 2 暴行が，先行者がすでに行った暴行と相まってより重大な結果が
発生する危険性のある状況で行われたという事実は，他の事案と比べても比較
的容易に肯定でき，後行者にはその認識も認められる。このような場合に，
207 条が適用されるのは不当とはいえないと思われる24)。これに対し，共同暴
行が先行し，そのうちの一部の者に共犯関係からの離脱が認められるような事
案では，離脱者に，それ以降の他者の行為による危険性の負担を求めるのは妥
当でないであろう。
前者のようなケースで 207 条を適用するとしても，発生した傷害結果が帰責
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24） 類似の事案につき 207 条の適用を認めたものとして，神戸地判平成 15 年 7月 17 日
LEX/DB 28095309，横浜地判平成 22 年 4月 26 日 LLI/DB 06550310 がある。
される趣旨ではないことが意識されることは重要である。個人責任の原則を重
視する立場から25)207 条の適用を認めるとすれば，共犯関係にない他者との同
時暴行を通じて発生する傷害の危険性に着目するほかない。したがって，（条
文が「共犯の例による」と定めていることを前提としても）これを共犯関係がある
場合とまったく同じように取り扱うのは妥当ではなく，刑は，傷害罪について
共犯関係が肯定された場合よりも軽い「加重暴行」の範囲に収められなければ
ならない。また，この場合にも，先に述べた理由から，傷害致死罪への適用は
できないと解するべきである26)。

 お わ り に
「誰も責任を問われないのは不当である」という感覚は決して「全員に責任
を問うてよい」という規範にはつながらない。筆者はこのような考え方を妥当
なものとして学生に教えることはできないし，例えば裁判員裁判において，裁
判員がこのような説明によって日本の法制度を理解するのが適切であるとは思
えない。
それでもなお，207 条に一定の意味を認め，これを使い続けようとするなら
ば，憲法上の疑義の生じない解釈を行うほかはない。この段において，過去に
なされていた説明と異なるとか，厳密な字句解釈からは必ずしも導けないとか
いったことは，解釈の妨げではないと思われる。
実務の立場は，共犯との類似性に基礎をおき，近接した時間・場所における
複数人による暴行に共犯に匹敵する可罰性を見いだすことで，単なる「擬制」
とは異なる，207 条による処罰の根拠を説明するものと評価できる。しかし，
すでに見たとおり，こうした理解においてもなお，個人責任の原則との背理を
否定することはできない。
207 条の根拠を重大な結果を生じるおそれのある状況への関与による危険性
の惹起に求める本稿の立場は，実務の立場を推し進め，「真に共同暴行に匹敵
同時傷害の特例について（辰井聡子) 15
25） 実務がそのような立場を取らないということは，現行憲法下では許されないであろう。
26） 仙台地判平成 25 年 1月 29 日 LLI/DB 06850125 は傷害致死罪の成立を認めたが，妥当
でないと思われる。
するといえるのはどのような場合か」という観点から，より実質的な解釈基準
を見いだそうとするものである。207 条の限定的な解釈の試みとして，議論の
一助となることを期待したい。
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